
職業安定法施行規則 
昭和22年12月29日 労働省 令 第12号

職業安定法施行規則の一部を改正する省令 
平成21年 1月19日 厚生労働省 令 第4号

改正前 改正後
- 本則-
施行日：平成21年 1月19日
◆追加◆ 第十七条の四 厚生労働大臣は、第三十五条第三項

の規定により報告された同条第二項（第二号に
係る部分に限る。）の規定による取り消し、又
は撤回する旨の通知の内容（当該取消し又は撤
回の対象となつた者の責めに帰すべき理由によ
るものを除く。）が、厚生労働大臣が定める場
合に該当するとき（倒産（雇用保険法第二十三
条第二項第一号に規定する倒産をいう。）によ
り第三十五条第二項に規定する新規学卒者に係
る翌年度の募集又は採用が行われないことが確
実な場合を除く。）は、学生生徒等の適切な職
業選択に資するよう学生生徒等に当該報告の内
容を提供するため、当該内容を公表することが
できる。
２ 公共職業安定所は、前項の規定による公表が行
われたときは、その管轄区域内にある適当と認
める学校に、当該公表の内容を提供するものと
する。

- 本則-
施行日：平成21年 1月19日
（法第五十四条に関する事項）
第三十五条 厚生労働大臣は、労働者の雇入方法の
改善についての指導を適切かつ有効に実施する
ため、労働者の雇入れの動向の把握に努めるも
のとする。
２ 学校（小学校及び幼稚園を除く。）、専修学
校、職業能力開発促進法第十五条の六第一項各
号に掲げる施設又は職業能力開発総合大学校
（以下この条において「施設」と総称する。）
を新たに卒業しようとする者（以下この項にお
いて「新規学卒者」という。）を雇い入れよう
とする者は、次の各号のいずれかに該当する場
合においては、あらかじめ、公共職業安定所 又
は施設の長（業務分担学校長及び法第三十三条
の二第一項の規定により届出をして職業紹介事
業を行う者に限る。 第四項において同じ。）
にその旨を通知するものとする。
一 新規学卒者について、募集を中止し、又は募
集人員を減ずるとき（厚生労働大臣が定める
新規学卒者について募集人員を減ずるときに
あつては、厚生労働大臣が定める場合に限
る。）。
二 新規学卒者の卒業後当該新規学卒者を労働さ

（法第五十四条に関する事項）
第三十五条 厚生労働大臣は、労働者の雇入方法の
改善についての指導を適切かつ有効に実施する
ため、労働者の雇入れの動向の把握に努めるも
のとする。
２ 学校（小学校及び幼稚園を除く。）、専修学
校、職業能力開発促進法第十五条の六第一項各
号に掲げる施設又は職業能力開発総合大学校
（以下この条において「施設」と総称する。）
を新たに卒業しようとする者（以下この項にお
いて「新規学卒者」という。）を雇い入れよう
とする者は、次の各号のいずれかに該当する場
合においては、あらかじめ、公共職業安定所 及
び施設の長（業務分担学校長及び法第三十三条
の二第一項の規定により届出をして職業紹介事
業を行う者に限る。 ）に職業安定局長が定める
様式によりその旨を通知するものとする。
一 新規学卒者について、募集を中止し、又は募
集人員を減ずるとき（厚生労働大臣が定める
新規学卒者について募集人員を減ずるときに
あつては、厚生労働大臣が定める場合に限
る。）。
二 新規学卒者の卒業後当該新規学卒者を労働さ
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せ、賃金を支払う旨を約し、又は通知した
後、当該新規学卒者が就業を開始することを
予定する日までの間（次号において「内定期
間」という。）に、これを取り消し、又は撤
回するとき。
三 新規学卒者について内定期間を延長しようと
するとき。

３ 公共職業安定所長は、前項の規定による通知 及
び次項の規定による連絡の内容を都道府県労働
局長を経て厚生労働大臣に報告しなければなら
ない。
４ 施設の長は、第二項の規定による通知を受けた
場合には、その内容を公共職業安定所に連絡す
るものとする。
５ 法第五十四条の規定による工場、事業場等の指
導については、職業安定局長の定める計画並び
に具体的援助要項に基づき、職業安定組織がこ
れを行うものとする。
６ 職業安定組織が前項の指導を行うに当たつて
は、労働争議に介入し、又は労働協約の内容に
関与してはならない。

せ、賃金を支払う旨を約し、又は通知した
後、当該新規学卒者が就業を開始することを
予定する日までの間（次号において「内定期
間」という。）に、これを取り消し、又は撤
回するとき。
三 新規学卒者について内定期間を延長しようと
するとき。

３ 公共職業安定所長は、前項の規定による通知 ◆
削除◆の内容を都道府県労働局長を経て厚生労
働大臣に報告しなければならない。
◆削除◆
４ 法第五十四条の規定による工場、事業場等の指
導については、職業安定局長の定める計画並び
に具体的援助要項に基づき、職業安定組織がこ
れを行うものとする。
５ 職業安定組織が前項の指導を行うに当たつて
は、労働争議に介入し、又は労働協約の内容に
関与してはならない。

- 改正法･附則・題名- ～ 平成21年 1月19日 厚生労働省 令 第4号～
施行日：平成21年 1月19日
◆追加◆ 附 則（平成二一・一・一九厚労令四）

- 改正法･附則- ～ 平成21年 1月19日 厚生労働省 令 第4号～
施行日：平成21年 1月19日
◆追加◆ （施行期日）

第一条 この省令は、公布の日から施行する。

- 改正法･附則- ～ 平成21年 1月19日 厚生労働省 令 第4号～
施行日：平成21年 1月19日
◆追加◆ （経過措置）

第二条 この省令の施行の日（以下「施行日」とい
う。）前にされたこの省令による改正前の職業
安定法施行規則（以下「旧規則」という。）第
三十五条第二項の規定による通知又は同条第三
項の規定による報告のうち、施行日以後に就業
を開始することを予定していた新規学卒者（同
条第二項に規定する新規学卒者をいう。以下同
じ。）に係るものについては、それぞれこの省
令による改正後の職業安定法施行規則（以下
「新規則」という。）第三十五条第二項の規定
による通知又は同条第三項の規定による報告と
みなして、新規則第十七条の四の規定を適用す
る。ただし、旧規則第三十五条第二項（第二号
に係る部分に限る。）の規定により通知された
取り消し、又は撤回する旨の内容が、当該取消
し又は撤回（以下「内定取消し」という。）の
撤回その他これに準ずる措置を講じ、施行日以
後に新規則第十七条の四に規定する厚生労働大
臣が定める場合に該当しなくなったとき又は内
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定取消しの対象となった新規学卒者の安定した
雇用が確保されたときは、この限りでない。

- 改正法･附則- ～ 平成21年 1月19日 厚生労働省 令 第4号～
施行日：平成21年 1月19日
◆追加◆ 第三条 施行日前に旧規則第三十五条第二項の規定

により通知するものとされていた事項で、施行
日前にその通知がされていないものについて
は、これを新規則第三十五条第二項の規定によ
り通知するものとされている事項についてその
通知がされていないものとみなして、新規則第
三十五条第二項の規定を適用する。ただし、旧
規則第三十五条第二項（第二号に係る部分に限
る。）の規定により通知するものとされていた
取り消し、又は撤回する旨の内容が、内定取消
しの撤回その他これに準ずる措置を講じ、施行
日以後に新規則第十七条の四に規定する厚生労
働大臣が定める場合に該当しなくなったとき又
は内定取消しの対象となった新規学卒者の安定
した雇用が確保されたときは、この限りでな
い。
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